
 

１３.新型コロナウイルス感染拡大による影響 

 

①経営への影響 

 

新型コロナウイルスによる経営への影響について、全産業で「売上高の減少」とする回

答が６２．５％（前年７０．１％）と最も多く、以下「取引先・顧客からの受注減少」が

５７．８％（前年６１．８％）、「営業活動等の縮小」が３５．８％（前年３９．１％）と

続いている。 

業種別では、「売上高の減少」が製造業計で７０．０％、非製造業計で５４．３％とと

もに最も多くなっている。 

 

第 25図表 経営への影響（複数回答） 
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②雇用環境の変化 

 

新型コロナウイルスによる雇用環境の変化については、全産業で「特に影響はない」と

する回答が３７．２％で最も多く、以下「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした

従業員がいる」が２５．３％（前年２８．４％）、「労働日数を減らした従業員がいる」

が２４．０％（前年２８．６％）と続いている。 

業種別では、「特に影響はない」が製造業計で２９．３％、非製造業計で４５．９％と

ともに最も多くなっている。 

 

第 26図表 雇用環境の変化（複数回答） 
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③労働環境の整備 

 

新型コロナウイルスによる労働環境の整備については、全産業で「特に整備していない」

とする回答が６１．３％（前年４９．７％）で最も多く、以下「テレワークの導入」が

１３．９％（前年１４．８％）、「時短勤務の導入」が１０．７％（前年１８．８％）と

続いている。 

業種別では、「特に整備していない」が製造業計で６６．０％、非製造業計で５６．１％

とともに最も多くなっている。 

 

第 27図表 労働環境の整備（複数回答） 
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④事業継続のために今後実施していきたい方策 

 

新型コロナウイルスの影響への対策として、事業継続のため今後実施していきたい方策

について、全産業で「各種補助金の申請・活用」３９．２％が最も多く、以下「労働生産

性の向上」３４．８％、「新規取引先の開拓」３０．９％と続いている。 

業種別では、「各種補助金の申請・活用」が製造業計４３．７％、非製造業計３４．２％

とともに最も多くなっている。 

 

第 28図表 事業継続のために今後実施していきたい方策（複数回答） 
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